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１．事業概要

（１）

① 給　水

人

人

千 ／ha

② 施　設　

％

③ 料　金

計 画 給 水 人 口 260
現 在 給 水 人 口 127法適 （ 全 部 ・ 財 務 ）

・ 非 適 の 区 分 非適用

／日

平 成 19 年 5 月 1 日

千ｍ

施 設 数

策 定 日 ：

年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数選択可）

浄水場設置数

配水池設置数

1

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

施 設 能 力 39

事業の現況

基本料金　3,300円（定額制）

6.127

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まな

施 設 利 用 率 88.27

団 体 名 ：

事 業 名 ：

有 収 水 量 密 度

青森県　大鰐町

簡易水道事業

計 画 期 間 ：

1

～

管 路 延 長

1.93

供 用 開 始 年 月 日 昭 和 41 年 4 月 1 日

水 源

大鰐町簡易水道事業経営戦略

表流水 , ダム , 伏流水 , 地下水 , 受水 , その他



④ 組　織

（２）

（３）経営比較分析表等を活用した現状分析

２．将来の事業環境

（１）

2000（平成
11年）

2005（平成
16年）

2010（平成
21年）

2015（平
成26年）

2020（令和
2年）

2025（令和
7年）

2030（令和
12年）

2035（令
和17年）

給水人口 186 178 164 143 127 119 109 100

人口 191 192 174 156 140 128 117 107

（２）

（３）

簡易水道事業は住民生活課生活環境係が他業務と兼務している。簡易水道事業として、歳入の調
定業務、水質管理業務及び修繕等を含む施設管理業務を行っている。職員給与費は一般会計に依
存している。（参考：生活環境係内訳　係長1名（課長補佐兼務　40歳代）、一般職員1名（20歳代）
計2名）

これまでの主な経営健全化の取組

特になし

給水人口の予測

経営比較分析表のとおり

給水人口減少に伴い将来の有収水量は減少するものと予測する。今後給水地域の人口減少が進
んだ場合には小規模水道への移行を想定している。

料金収入の見通し

給水人口の減少に伴い減収が見込まれる。

※　直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

水需要の予測

行政区域内の住民基本台帳データを基に普及率等を加味して積算した。
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（４）

３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

現在の給水人口は127名であり、人口減少により給水人口も減少する見込みである。現時点で黒字
収支であるが、昭和41年の事業開始から50年以上経過しており、これまで大規模な管路更新を行っ
ていないため今後は各施設の修繕に経費を要する見込みである。料金収入の他に基金積立金等に
より財源を確保して順次修繕により対応する。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

目 標 大規模改修は行わず、毎年度の修繕により施設を維持していく。

主な投資計画はない。予算規模が小さすぎるため民間活用はメリットが少ないため対象外と考え
る。

担当職員の2名とも一般職であり、技術職は不在である。当町の上下水道は隣接した他市と2団体で
水道企業団を経営しており、その給水エリアから当簡易水道事業給水地域は費用面の問題等が存
在するため早急な統合は難しい状態である。現状において最少人数で業務を行っていることから現
体制を維持する。

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

組織の見通し



③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資の合理化、費用の見直しについての検討状況等

・水質検査等最小限の経費による維持管理を行うこととし、管路のスポット修繕等で修繕費の平準
化を図る。
・人件費は引き続き一般会計において支出予定である。
・今後の収益的支出は平成30年度から直近3年間の最も収益的支出を要した令和元年度の歳出額
と同額を見込んでいる。

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ） 導入予定なし

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ） 導入予定なし

そ の 他 の 取 組

将来的に給水施設の交換を検討する必要がある。また、現行が定額制
のため不均衡が生じやすいことから、各戸にメーターを設置することが
望ましい。

導入予定なし広 域 化

民間の資金・ノウハウ等の活用
（ PPP/PFI 等 の 導 入 等 ）

ア セ ッ ト マ ネ ジ メ ン ト の 充 実
（ 施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等
に よ る 投 資 の 平 準 化 ）

導入予定なし

導入予定なし

目 標 最大限の財源の確保

②　収支計画のうち財源についての説明

・現在町の一般会計からの繰入れは行っておらず、今後も料金収入のみで経営を図る。
・資産として活用できるものはない。
・給水人口の減少による料金収入の減が見込まれるため、引き続き未収料金が発生しないよう現状
の徴収体制を維持する。



②　財源についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

今後は加入者減少による小規模水道への移行が想定されているた
め、現状維持が大前提である。小規模水道への移行が決定されるまで
の間は事後検証及び改定等を適時行う予定である。

料 金

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

資産の有効活用等（*2）による
収 入 増 加 の 取 組

なし

なし（現時点で予定していない）

持続可能な範囲内での料金体系の維持

なし

そ の 他 の 取 組 なし

企 業 債

繰 入 金



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決算 ）
決 算
見 込

1 (A) 3,091 3,077 3,057 3,057 3,057 3,057 3,057 3,017 3,017 3,017 3,017 3,017

（１） (B) 3,090 3,075 3,056 3,056 3,056 3,056 3,056 3,016 3,016 3,016 3,016 3,016

ア 3,090 3,075 3,056 3,056 3,056 3,056 3,056 3,016 3,016 3,016 3,016 3,016

イ (C)

ウ

（２） 1 2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

ア

イ 1 2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

２ (D) 2,053 2,551 2,389 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500

（１） 2,053 2,551 2,389 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500

ア

イ 2,053 2,551 2,389 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500

（２）

ア

イ

３ (E) 1,038 526 668 557 557 557 557 517 517 517 517 517

1 (F)

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

（６）

（７）

２ (G)

（１）

（２） (H)

（３）

（４）

（５）

３ (I)

令和11年度

収

益

的

収

支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

本年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

令和８年度 令和９年度 令和10年度

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

資

本

的

収

支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決算 ）
決 算
見 込

令和11年度本年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度

(J) 1,038 526 668 557 557 557 557 517 517 517 517 517

(K) 1 2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

(L) 83 135 87 200 100 100 100 100 100 100 100 100

(M)

(N) 1,120 659 754 756 656 656 656 616 616 616 616 616

(O)

(P) 1,120 659 754 756 656 656 656 616 616 616 616 616

(Q)
(Q)
(B)-(C)
(A)
(D)+(H)

(S) 3,090 3,075 3,056 3,056 3,056 3,056 3,056 3,016 3,016 3,016 3,016 3,016

（T)

(U)

(V)

(W)

(X)

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決算 ）
決 算
見 込

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金

前年度繰上充用金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収益的収支比率 （ ×100 ）

赤 字 比 率 （ ×100 ）

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

収 益 的 収 支 分

地 方 債 残 高

本年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金
合 計


